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研究成果の概要（和文）：壮年期一般住民を対象としたうつ病スクリーニングとフォローアップ及び健康教育を用いた
多層的予防介入を、①小地域に在住する全壮年者群への配布（局所的配布）と②自治体全域の特定年齢者群（広域的配
布）の二つの配布方法によって実施した。両者のスクリーニング効率を比較したところ、参加率、把握されたうつ病エ
ピソード有症率及び陽性反応的中度に差はなかった。一部の区域で自殺率の変化を比較したところ、自殺率の減少は局
所的配布よりも広域的配布の方が大きいことが示唆された。局所的配布によりプログラムの受入れが良好となったこと
により、広域的配布の成功につながったことが示唆される。今後は両者間の自殺率への影響を検討する。

研究成果の概要（英文）：A community-based multi-level intervention including depression screening and 
subsequent care support among middle-aged adults was conducted over 3 years by distributing two different 
methods: (i) the intervention distributed at a high density in a local district within municipal areas, 
and (ii) the intervention distributed at a low density in entire municipal areas. We compared the 
screening performance between the two methods. Results suggest that participation rates, detected 
prevalence of depressive, and positive predictive values for the screening program appeared similar 
between the two methods and also the latter method covered more participants.

研究分野：社会福祉
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１．研究開始当初の背景 
日本では、自殺者が 1998年に急増し、以
後、毎年 3万人を越える状況が続いている。
高齢者の自殺者数の高止まりに加えて、壮年
者自殺の急増がその背景にある。青森県では
年間 300名台だった自殺者が 1998年以降
400～500名台で推移するようになったが、
増加した自殺者数の 5割から 7割程度が壮年
者で占められる（青森県保健統計年報、1998
～2009）。自殺リスクの高い高齢者層の人口
が増大していること、また、壮年者自殺リス
クに影響を与えている構造的不況が続いて
いることから、これらの要因が著しい青森県
においては、中高年者の自殺予防対策の確立
が急務といえる。 
自殺の原因は複合的であり、本人が抱える
問題には個人差が大きいが、最近の心理的剖
検調査によると、これら個人のストレッサー
よりも、自殺直前に発症している精神障害、
特にうつ病が自殺の決行に直接大きな影響
を与えたことが明らかとなっている。このこ
とは、うつ病者の早期発見・介入およびハイ
リスク者への支援が有力な戦略となること
を示している。しかし、これまで壮年者自殺
死亡率を指標とした介入研究のエビデンス
は少なく、海外で軍隊を対象とした研究がわ
ずかにあるにすぎない。日本の自殺者は無職
者に多いことを考慮すると、地域ベースの介
入プログラムの開発が必要である。 
一方で、高齢者に対する地域ベースの介入
研究には、海外における一般医に対するうつ
病教育の他、日本ではうつ病スクリーニング
と啓発による自殺予防効果が実証されてい
る。主として郡部の高齢者を対象に留置法に
より実施されてきており、この知見は壮年者
にも適用可能であると考えられるものの、年
代層によって活動パターンが異なるため、う
つ・自殺リスクの把握のための戦略を各年代
層毎に開発する必要がある。 

 
２．研究の目的 
本研究では、郡部や郊外の壮年期一般住民
を対象として、うつ病スクリーニングの配布
方法を以下の 2タイプで実施する。すなわち、
①配布対象者の年齢を壮年期全体とし、かつ、
配布先を小地域とする局所的配布法と、②配
布対象者の年齢を壮年期の特定年齢者限定
し、かつ、配布先を自治体全域とする広域的
配布である。本研究の目的は、2タイプのス
クリーニング配布方法におけるスクリーニ
ング効率を比較することである。 
さらに、配布別に見た介入前後の壮年期自
殺死亡率の変化を検討する予定である。また、
代表的な地区におけるスクリーニングによ
る介入の過程評価と自殺予防効果の結果を
検討し、費用対効果に言及する。 
 
３．研究の方法 
(1) 介入対象地区は、青森県内の郡部・郊外
に位置する 6市町村である。このうち、2町

を広域的配布の対象とし、残り 4市町を局所
的配布の対象とした。介入対象者は、上記の
地区に在住する 30代から 70代の一般住民で
ある。 
(2) 介入は、啓発・健康教育および二段階う
つ病スクリーニングと陽性者に対する専門
的フォローアップから構成されていた。啓
発・健康教育では、介入予定地区において、
一般住民やボランティア向けにうつ病や自
殺に関する健康教育を集団場面で実施し、こ
れらに関する情報を広報で伝える。二段階ス
クリーニングは、図に示すように実施し、そ
の配布対象者および配布方法は表の左側に
しめすごとくに行った。 
(3) 分析では、スクリーニングの参加率と陽
性反応的中度（positive predictive value: 
PPV）を算出し、スクリーニング配布方法と
の関連を生態学的に評価した。 
(4) 代表的な一地区における効果評価とコ
ストの関連を検討した。 

 
４．研究成果 
(1) スクリーニング配布方法別にみた 1 次
スクリーニングの受診率と陽性率、うつ病エ
ピソード有症率および PPV を表に示す。受
診率についてみると、郵送法は 45～66％に
分布しており、ボランティアを活用した留置
法は 54～83％に分布し、郵送法よりも留置
法が高い傾向にあった。また、広域的配布は
すべて郵送法で行われており、一方、局所的
配布のうち、留置法は郵送法よりも受診率は
高い傾向にあった。 
 1 次スクリーニング陽性率についてみると、
広域的配布は 15～18％に分布し、局所的配
布は 17～22％に分布しており、両方法によ
る差はなかった。把握されたうつ病エピソー
ド有症率についてみると、広域的配布は 1.9
～3.8％に分布し、また、局所的配布では 1.6
～3.8％に分布しており、両者に差はなかっ 



 
た。PPV についてみると、広域的配布は 12
～24％に分布し、局所的配布では 8～20％に
分布しており、両者に差はなかった。すなわ
ち、配布方法によるスクリーニング効率に明
白な差は認められなかった。 
 
(2) 広域的配布を行った B 地区における 2
年間（平成 25～26 年）の効果評価とコスト
を検討した。過程評価についてみると、スク
リーニングの配布対象者は、B 町全域の 35
歳、40歳、45歳、50歳、55歳および 60歳
であった（平成 25 年 1,540 名、平成 26 年
1.488名）。郵送法では、トータルデザインメ
ソッドに則って、予告状、スクリーニング、
2回の督促の計 4度の通知を行った。その結
果、1 次スクリーニング（SDS）の参加者は
平成 25 年が 730 名（参加率 47.4%）、平成
26 年が 709 名（同 47.6％）であり、1 次ス
クリーニング陽性者は平成 25年が 117名（陽
性率 16.0%）、平成 26年が 130名（同 18.3％）
であった。2次スクリーニングは電話による 
 

CIDI-SFの半構造面接を行い、2次の参加者 
は平成 25年が 108名（参加率 92.3%）、平成
26年が 116名（同 89.2％）で、約 1割が出
稼ぎ等の長期不在や拒否による不参加であ
った。2 次参加者のうち、専門医を交えたカ
ンファランスによって、うつ病エピソードあ
りと判定された者は平成 25年、平成 26年と
も 16名に上り、陽性反応的中度は平成 25年
が 13.7％、平成 26年は 13.1％と一定水準の
精度が保持されていた。2次陽性者の内訳は、
平成 25年は現在治療中が 10名、受診勧奨が
1名、保健師訪問が 5名、2014年は治療中が
8名、保健師訪問が 9名であった。 
 次に、平成 25 年の介入に要した費用とそ
の内訳は、以下のとおりであった。郵送料は
約 480,000円であった。内訳は、予告状（80
円×1,540 人＝123,200 円）、スクリーニング
用紙配布（80円×1,540人＝123,200円）、督
促状 1回目（ハガキ 50円×1,100人＝55,000
円）、督促状 2回目（ハガキ 50円×950人＝
47,500 円）、スクリーニング用紙返信（受取
人払 100 円×730 人＝73,000 円）、結果通知
（80円×730人＝58,400円）であった。二次



スクリーニングに要した人件費は、精神保健
福祉士に対する費用のみであり（3時間／日×
延べ 15 回、約 60,000 円）、今回は参加した
専門医への報償費は支払われていない。その
他、封筒印刷（約 80,000 円）および消耗品
等の費用が含まれていた。平成 26 年もほぼ
同額であった。スクリーニングを広域的に配
布した介入に要した費用は、1 年間で約
620,000円と比較的安価であった。 
 次に、B町におけるうつ病スクリーニング
と陽性者のフォローアップによる介入の前
後における自殺者数の推移を検討した。介入
によるうつ病スクリーニングが平成 21～23
年には局所的、すなわち、一部区域の 40～74
歳住民に配布され、次いで、平成 24～26 年
には広域的、すなわち、35歳から 60歳の 5
歳刻みの住民に郵送されていた。 
介入前の自殺者数の推移をみると、平成元
年から平成 8年までは、年間 8名前後で推移
していたが、平成 9 年から平成 20 年年まで
は、年間 12 名前後で推移していた。介入が
局所的配布によるスクリーニングによって
開始された平成 21 年以降、自殺者数は減少
している。さらに、平成 24 年に広域的配布
により特定年齢者に郵送する方法が実施さ
れて以来、自殺者数は平成 24 年に 6 名、平
成 25年は 4名に留まっており、この 2年間
の自殺者数は過去 25 年間で最も低い水準を
示している。特に、スクリーニングの対象に
含まれている 40～64 歳の自殺者数の減少が
目立っている。局所的配布によりプログラム
の受入れが良好となったことにより、広域的
配布の成功につながったことが示唆される。
今後は両者間の自殺率への影響を検討する
予定である。 
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